
平成 24 年６月１日 

 

下請業者と締結する契約書について 

 

 

 平成 24 年６月１日に門真市暴力団排除条例が施行されることに伴い、下請業

者と契約を締結する際には、契約書の「甲の解除権」（甲を元請負人、乙を下請

負人とします。）の条項に下記の文言を加えていただきますようお願いします。 

  

記 

 

  乙が次のいずれかに該当するとき。 

一 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは常時委託契約を締結する事務所の代表者を

いう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。  

二 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経

営に実質的に関与していると認められるとき。  

三 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと

認められるとき。  

四 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく

は関与していると認められるとき。 

五 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

六 乙が締結する下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当た

り、その相手方が一から五までのいずれかに該当することを知りながら、

当該者と契約を締結したと認められるとき。 

七 乙が、一から五までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（六に該当する場合を

除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなか

ったとき 

 

以上 

 



「建設工事標準下請契約約款」（抜粋） 

 

（甲の解除権） 

第三十七条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除すること

ができる。 

一 正当な理由がないのに、工事に着手すべき時期を過ぎても、工事に着

手しないとき 

二 その責に帰すべき理由により工期内又は工期経過後相当期間内に工

事を完成する見込がないと明らかに認められるとき 

三 前二号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目

的を達することができないと認められるとき 

四 第三十九条（乙の解除権）第一項の規定によらないで契約の解除を申

し出たとき 

２   甲は、前項の規定により契約を解除したときは、工事の出来形部分及

び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受ける。ただし、その出来

形部分が設計図書に適合しない場合はその引渡しを受けないことができ

る。 

３   甲は前項の引渡しを受けたときは、その引渡しを受けた出来形部分及び

工事材料に相応する請負代金を乙に支払う。 

４   前項の場合において、第三十一条（前払金）の規定による前払金があつ

たときは、その前払金の額（第三十二条（部分払）の規定による部分払

をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控除した

額）を前項の出来形部分及び工事材料に相応する請負代金額から控除す

る。この場合において、受領済みの前払金額になお余剩があるときは、

乙は、その余剩額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ、

年〇パーセントの割合で計算した額の利息を付して甲に返還する。 

５   甲は、第一項の規定により契約を解除した場合において、乙に対してそ

の解除により生じた損害の賠償を求めることができる。この場合におけ

る賠償額は、甲乙協議して定める。 

６   乙が次のいずれかに該当するとき。 

一 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時委託契約を締結する事務所の代表者

をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力

団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められる

とき。  

二 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員

が経営に実質的に関与していると認められるとき。  

参考資料 



三 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし

たと認められるとき。  

四 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若

しくは関与していると認められるとき。 

五 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

六 乙が締結する下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当

たり、その相手方が一から五までのいずれかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

七 乙が、一から五までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原

材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（六に該当する場

合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従

わなかったとき 

 


